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人間資産の無形資産 としての
認識 と評価
野 口 教 子
1.社 会的意義 と有用性
1)企 業情報の必要性
企 業情報 の意義 は社会経 済の変遷 とと もに変貌 を遂 げて きてい る。企業利
益 の極大化 に視 点がお かれてい た時代 は,財 務諸表 に開示 され る数値 その も
のが重要 な企 業情 報 と して認 識 されていた。 しか し近年,利 害関係者 の視 点
は企業利益 の極 大化 よ りも企 業が負 うべ き社会 的責任 に移行 しつつ あ る。 こ
の社会 的責任 につ いては,現 行 の財務諸表 に開示 され る数値 で は推 し量 るこ
とが で きず,そ の開示 され る会計数値 に よる企業評価 との 間に大 きな隔た り
が生 じるよ うになった。
しか しなが ら,企 業 の社 会的責任 の明確 な意義 は示 されてい るか と言 うと,
そ うで もない。現在 この社会 的責任 につい て,企 業 が独 自の方法 で開示 を進
めて いるが,(い わ ゆる従 来 の財 務報告 の ほか,企 業や商 品の環境 に対 す る
取 り組 み に関す る情報 な ど,さ まざまな方面 か らの開示が な されてい る;た
とえ ばIR活 動)そ れ らの内容 や方 法 につ いて は統 一化 され てい るわけで は
ない。 これ は,企 業 を と りま く経 済環境 の変化 がその必 要性 を絶 えず変化 さ
せ てい る うえ,拡 大化傾 向 にあ る状 況で は,現 時点 にお けるそれぞれ利害 関
係 者の視点 がいずれ にあるか とい うことが重 要であ って,統 一化 の必 要性 は
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ない とい う考 えのためで ある。 しか しなが らs企 業 の社会 的責任 評価 にある
程度 の共通性 が認 め られ るな らば,企 業 間比較 が よ り明確 とな り,情 報利用
者 に とって一層の効果 が期待 で きるに違 い ない。
2)社 会的實任 評価 の 目的
企 業 の 経 済社 会 で の存 在 理 由 は そ の社 会 的役 割 にあ る といわ れ てい る。
IT(InformationTechnology)化 社会 とい う転換期 をむか え,企 業活動 は経
済 的側 面,規 制 問題 等 の法 的側面,リ ス トラクチ ャリングにみ る組織 的側 面
と日々刻 々め ま ぐる しい変化 に応 じて さまざまな問題が生 じてい る。 これ ら
に対 し,こ れ までの伝 統 的会計制度 で は充分 な満足 のい く対応 がで きない と
い う事態 を引 き起 こ して いるのであ る。 そ して,経 済活動 の進展 とともに企
業 の 目的が グローバ ル な経 済 目的の中 に組み込 まれ て しまった結果,企 業活
動が外部 に与 える影響力 もきわめて大 き くなってい る と考 え られ企 業が果 た
すべ き責任 に大 きな期待 が注がれ る ようになったのであ る。
企 業が社会 的 に存在 し得 るため に課せ られ た基本 的役 割 には,生 産 と分配
があ る。社会 的責任 の達成度 をこの二つ の役割 につ いての評価 とす るな らば,
その評価 を下 すの は利 害 関係 者い わゆ る情報利 用者 であ る。 その評価 は,そ
れぞれの情報 を必 要 とす るそれぞ れの利害 関係者 のおかれ ている立場 に よ り
一定 で は ない
。(生 産 と分 配 の平 衡 が必 ず しもベ ター とい うわ けで はな く,
さ りとて いず れか一方 にかた よっている こ とが必 ず しも求め られる訳 で はな
い。)と なれ ば,情 報利用 者 に よ りその有用性 が左 右 され るので あれ ば,そ
れぞれ の役 割 につ いての報告(開 示)が 重 要 な意味 を持 って くるの であ り,
それが まさに企業 にお ける社 会 的責任 評価 の主 要 な 目的 とな るので ある。 そ
の 目的 を遂行 す るのが企 業 を構成す る 「人」 「組織 」 なのであ る。
この場合,全 て の情報利用 者のニ ーズ にあ った情報 開示 の困難性 は明 白で,
さ らに現在 の会計制度 では網 羅 しきれない情 報 は多大 であ る。なか で も 「人」
に関す る情報 は,特 に会計分 野 にお いて は非常 に希 薄であ る といわ ざるを得
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ない。
企業 は財務 的 な資 本 を必要 とす るの と同時 に人 間資産 も必 要 とす る。 これ
は機械化が進展 して も,情 報化が進展 して も本質的 に変化 しない部分 とい え
よう。従 って,企 業状態 を適正 に把握 す るため には,物 的形態 のほか無形 物
形態 につ いての情報 を も必要 とす るのであ る。無形物形態 の うちい くつか は
無形資産(暖 簾,工 業所有権 など)と して現 行制度 に よる財務諸 表 に開示 さ
れて きたが,人 間資産 につ いてなん ら対 処が な されていない ことは,真 の意
味で の企業状態 が開示 されていなか った とい えよ う、
2.人 間資産 の範囲 と研 究
企 業 が 経営 活 動 を遂 行 す る上 で の必 要 な資 源 は 「ヒ ト」 「モ ノ」 「カ ネ」
「情報」 で ある。 これ らの持 つ生産能力(capacities)は 企業 の 目的達成 の た
め に さま ざまな形態 で存 在 し,そ の存 在場所 に よ り 「内部 的資源」 「外部 的
資源」 とに区分 され る。 この 内部 的資源 が前 者の 「モ ノe物 的資 源」,「カ
ネ=財 務 的資源」,「ヒ ト二人 間資産」,「情報資 源」 であ る。
人 間資産 は物 的資 源,財 務的資源,情 報資 源 を企 業活動 の上 で管理 ・統 制
す る役 割 を担 い,従 業員か ら経営者 に至 る個 々人 だけで な く,彼 らが構成 員
として なる組織 も含 む もの とす る。企業 にあ って,そ れぞ れの資源 を獲得 ・
利用 ・管理 まで一連 の営 業活動 その もの をコ ン トロール してい るのが人間資
産 なので ある。 この人間資産 こそが企業経営 遂行 の 中枢で あ り,企 業 の盛衰
を握 る企 業資産 なのであ る。
人間資産 は企業 におけ る従業員 であ る個 々人 と,こ れ らが構成 要素 となっ
て集合 した組織 とに区分 す る ことが で きる。個 々人の人 間資産 と しての特 質
は適性 ・技 量 ・経験 な どの形で表 われ,組 織 と しての特質 は,リ ー ダー シ ッ
1)
プ ・チ ー ム ワー ク ・協 働 関係 な ど と して 具体 化 され る。 これ らの 無 形 部 分 を
人 間資 産 の 範 囲 と した う えで の企 業 間競 争 原 理 の社 会 で は,優 れ た 人材 確 保
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及 び適正 な配分 が競 争優 位 を導 き,有 効 な人的資源管理 ・利 用が企 業経営 の
将来的発展 を保証 す るの である。 その意味で も,人 間資 産 に関す る情報 は必
要不 可欠 な もの となるのであ る。
2}
人 間資産会計 の研 究で有名 な ものは,ミ シガ ン大学 にお けるRensisiLikert
の研 究 プ ログラムでRLeeBrummet,WilliamC.Pyle,EricG.Flamholtz
等 の グループ による ものが挙 げ られ る。 しか し,最 初 か ら人間資産会計 と し
てその研 究が始 まったわ けで はな く 「労働 意欲管理」 とい う 「人」 に関する
研 究 と して,18世 紀 末期 か ら19世 紀初期 までの産業革命 に遡 る。労働意欲 を
高め るため の施策 として,初 期 は時 として暴力的方法 に も及 んだ と言 われて
い るが,合 理化 され 「科 学的」 に管理 施策 と して な されたのが,EW.テ ー
ラーに よる 「科学 的管理法」 であ る。 この特 徴 は,従 来の単純出来高制度 か
ら差 別的 出来高制度 を とるこ とに よ り労働 意欲 を向上 させ た こ とであ る。
第0次 世界大戦 を経 て,労 働者 の人間性 を尊重す る管理 に変化 してい った
のが1920年 代 か ら1930年 代 にか けて形 成 され た 「近代 労 務 管理 」 であ る。
1914年 か ら4年 間続 い た第 一次世界大 戦 に よる著 しい労働 不足か ら,労 働 能
率増 進 を図るため に科学的 な研究 が行 われ たの であ る。 さ らに,テ ー ラー に
よ り創設 された科学 的管理理念が戦 時 中の計 画 的生 産の必 要 を機 と して欧米
に普及 した ことが人間関係論へ と発展 していった といわれ てい る。 この人間
性 尊重 とい う理念 に,産 業心理学,社 会心理学 の研究発展 が結 びつ いたのが
人間 関係論 と して有 名 なアメ リカでのホー ソ ン実験(HawthoneExperiment)
であ る。
初期人 間関係論 は人間性 の尊重 は してい るが,人 間の意識が動態 的 ・流動
的で あ る とい う認 識 に欠 ける とい う欠点 を持 つ こ とか ら,1960年 代 に入 り,
組織 行動学 が確立 す る こととな る。人 間が構成す る組織 にお ける人間行動 を
科学的 に分析 し,経 営 戦略 に役立 て よう とす る ものであ る。
この ような一連 の人間 関係論 の登場 が企業経営 におけ る組織 内の人間資産
問題へ のアプ ローチ とな り,人 間資 産会計研 究が始 まったので ある。 人間資
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産 会 計 は単 に伝 統 的 会 計 学 の 延長 線 上 で 出現 した とい うの で は な く,人 間 関
係 論,つ ま り社 会 心 理 学 ・行 動 科 学 ・経 営 学 ・経 済 学 とい っ た相 乗 的研 究 成
果 の上 に展 開 され て きた の で あ る。
1973年,ア メ リカ会 計 学 会(AmericanAccountmgAssociation:AAA)
3)
において 「人 間資産 会計 に関す る委員 会報 告書」 が 公表 され,同 報告書 の中
で人間資 産会計 とは 「人間資 産 に関す るデ._._タを確認 し,測 定 し,こ の情報
を利 害関係 者 に伝達す るプロセス」 と定義 してい る。 さ らに人 間資産会計 の
目的 は,組 織 に関 して内部者及 び外部者が お こな う財務的意思決定 を質的 に
改善 す るこ とで ある と述べ てい る。企業 の経営 管理 姿勢 のなかで必然 的 に生
じた科学 的管理法 の一 つで ある とされ,お お よそ次 の三点 を指摘 してい る。
①企 業内の人 間資 産の原価 と価値 の測定。② これ ら測定方法 の企業 内実践 と
シス テム化 。③ 人 間資 産会計 システムの人間資 産 に対す る行動科学 的影響 の
認識 。
この③ は,従 業員 お よび彼 らが構成 する組織 の人 間資産会計 システ ムが及
ぼす影響 の研 究 であ り,企 業会計 にはない人間資産会計 の特徴部分 であ る と
言 えよ う。
当初人 間資産会計 は会計 とい うよ りも人間資 産 とい う資産 その ものへ 向い
てい た と言 われてい る。RagerH.Hermansonは 早 くか ら人 間資産 に関す る
会計 に興 味 を持 ってい たが,人 間資 産会計 の先 駆 的研 究者 にRensisLikert
の影響 を受 けた研 究者 は数多い。
1970年 代 に人間資 産会計 は会計 学 のなかで も注 目 され るテーマ とな ったの
に もかか わ らず,1980年 代 はそ の注 目度 は低 くなっ てい った。 この間,大 勢
の研 究者 に よ り人 間資 産の価 値測定方法 が考案 され、財務会計ベ ースモデル
が発 表 され,当 時実 際 に導入 した企業 もあ った。 しか しその測定方法 の多様
性 あ るい は困難性 か らか,一 般的 に普及す る までには至 らなか った。
人間資産会計 はわが国 におい て も1970年 代 か ら研 究が始 め られた。 日本 会
計研 究学会 において も1969年 か ら1970年 にわた りス タデ ィグルー プによ りさ
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まざまな角度 か ら 「人 間資 産会計 に関す る研究」 が行 われ た。 そ して,人 間
資産会計 の真 の 目的 は 「…人間資 産会計 情報 を通 じて,企 業 の経営者 に対 し
て は組織 のあ り方や人事政策 の核心 にふ れた重 要性 を示 し,ま た利害 関係 者
に対 しては,人 間資産 の情況 や経営 者の人 間資産 に対 す る取 扱 い方 を正 しく
評価 せ しめる こ とに よって社会 的 プ レッシ ャー と して,経 営 者 に間接 的 に人
間資 産 に対 す る正 しい取扱 い方 を促 す こ とに よ り,結 果 にお いて企業 内 の
人 々にや る気 をよび起 こ し,生 き甲斐 を もたせ,そ の結 果 として企業 の経営
4}
効率 の向上 を期待 しよ うとす る点 にあ る。」とされ ている。
3.測 定評価の可能性
本稿 で の測定方法 の可能性 とは,人 間資産価 値 とは人間 としての人格 的価
値 を意味す る もので はな く,企 業 の一構 成要素 たる資 産 としての人 間資産 の
企業経 営 目的遂行 に貢 献 しうる能力 を意 味す るのであ るこ とを前提 に論 じる
こ ととす る。
現行 の会計制度 で は,人 間資産 に対 す る投 資額や用役 の費 消 に対す る支 出
額 は一般 的 に,一 部(未 払や前払)を 除 き投 資 ・支 出が行 われ た期 にお いて
費用化 される。 これ は人間資産 の もつ労働 力 とい う給付 の提供 の有無 を問題
としてい るのであ って,そ の効果 の発現 その ものには何 ら考慮 が な されてい
5)
な い こ とを意味 して いる。人 間資 産 に対 す る支 出は,将 来 にわ た り便益 を
受 けるための用役取得 に対 して投下 された投 資 と考 え,便 益 を享受 した とき
に費用計 上すべ きであ り,ま た,将 来便益 を受 ける部分 について は資産 と し
て取 り扱 うこ とは,企 業 会計 上合理 的であ る。
しか し,た とえば教育 訓練 費 ・人材 開発費 科 目の ように投 資額(支 出額)
が明確 に把握 で きる部分 につい ては,そ の投資 額 に対す る収益 貢献度 と して
貢献期 間 にわた り繰延経理 的 な処理が理論 的 には可能 であ るが,実 際 の とこ
ろ貢献期 間につ いて は業種 ・職種 ・企業規模等 さまざまな理 由によ りその特
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定 は困難 を極 める。
さらに人間資産 には,組 織 的 な貢献部分 や個 人であ って もた とえば リーダ
ーシ ップの発揮 による収益 貢献部分(投 資 額以上の対 効果部分 であ りいわゆ
る増価 部分)と い った見 えざる部分 に も収益獲得 能力 があ る。
この部 分 をいわ ゆる 「見 え ざる資 産=無 形資 産」(特 に自己創 設暖簾 と同
レベル観点で の無形資 産)と 認識 し,企 業 会計 の観 点か らバ ランス シー トに
資 産計 上す るためには,い か なる価値評価 ア プローチが可能 であるか を考 察
す る。
s)
1)過 去研 究 され た人間資産価値評価 お よび問題点
① 支 出原価 法(outlaycostmethod)
人間資産 の現在価値 や増 減変動 な どを人 間資産 の獲得 ・形 成 ・開発 に要 し
た実際 の支 出額 を もって測定 す る方法 。 この測 定認識 の基礎 には獲 得 ・形
成 ・開発 のため に支 出 した金額 は,そ れ に よって新 た に獲得,形 成 され た人
間資産,あ るい は支 出に よって開発 され質的 に高 め られた人間資 産の現状 を
表す とい う考 え方 にある。 したが って人間資産 の獲得 ・形成 ・開発 が行 われ
た時点 において,そ の ため の投資額 が人間資産 を現在 の就業状況 にお くに要
す る経済 的犠牲 を表 してい る と考 え られ る。
これ は,物 的,財 務 的資源評価 におけ る歴 史的原価主義 を人間資 産会計 に
当て はめ た方法 であ る。 よって,一 定 の償却 方法 に従 い経済 的減価等 の計 画
的償 却計 算が行 われ るこ とになる。
人間資産の獲得 ・形 成 ・開発 した時点 において は,支 出額が 人間資産 を現
状 にお くに要す る経済 的犠牲 を表す とい う考 え方は妥 当性 を持 ち,実 際 の支
出額 に基 づ く額で あるか ら,検 証可能性,客 観性,信 頼 性が大 き く,さ らに,
物 的お よび財務 的資源 と同一 の評 価基礎 に よる測定 であ るので,一 元化が 図
られる こ とに よる合理性 も伺 える。 しか し,こ の方法 で問題 になるのは,投
資 と考 え られ る支 出額 は人間資 産の価値 を形成 するわけで はない ところにあ
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る。つ ま り当該投資 に よって人 間資 産価値 の質 的あるいは量 的 な増加 は生 じ
るであ ろ うことは否定 で きないが,そ の価値 増価部分 が投資 額 に等 しい とい
うこ とは立証 がで きない とい う欠点 があ る。 さらに人間資 産 は全体 を企業 の
資源 と して所有権 下 に置 くこ とが認 め られ ない とい うこ とも大 きな問題点 で
あ る。 となれば,獲 得 ・形成 ・開発 の ため の投資額 は,人 間資産 その ものの
全体 的価値 を表 しうる ものでは な く,企 業 の構成 メ ンバ ー と して機 能 しうる
ために必 要 な能力,技 術,協 働状態 を創 出す るため に必要 とされた支 出 とい
う意味,つ ま り企 業環境整備 のための費用 に過 ぎない とい う結論 になって し
まうのであ る。
さ らにこの測定方法 による と,評 価基礎が歴 史的原価 を基礎 と してい るた
め に,投 資時点 にお け る経 済的犠牲 を表 すのであ って,投 資以 降の,い わゆ
る時の経過 に よ り人 間資 産帳簿価 額 の表す意 味が失 われ てい くこ とになる。
また,貨 幣価 値変動 時 にお いて も同様 な問題 を生 じる ことになる。 よって,
人間資 産の真 の価値評価額 を表 しえない もの となって しまう。
② 取替原価法(replacementcostmethod)
人 間資産 の現在 の状 況,そ の増減 変動 な どを人 間資 産の測定時点 におけ る
その取替 に要す る支 出額見積 りによ り測定す る方法 。従 業員 を測定時点 にお
いて募集,採 用,教 育,訓 練 し,現 在 と同 じ能力水準 にお いて機能す るこ と
が で きる ようにす るため に必 要 とされ るであろ う支出原価 の見積 り額 を意味
してい る。す なわち,測 定 時現在 にお ける募集 費,採 用費,教 育費,訓 練費
な どの現在 支 出原価 を見積 り,こ れ らを合計 す るこ とに よって,従 業員個人
の現在 取替原価が測定 され る。 これは,個 々人が構 成す る組織 について も同
様 に考 える もの とす る。
この評価方法 の基礎 にあ るのは,企 業 の所 有す る資源価値 は人的 ・物 的 を
問わず,こ れ を獲得 す る市場 にお いて成 立 しうる価額 によ りあ らわ される と
い う考 え方 である。
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この方 法 は,測 定 時点 における獲得 ・形成 ・開発 の要す る支 出原価 の見積
額 を もって人 間資産 の評価 額 とす るので あ るか ら,常 に測定時 点 にお ける人
間資 産確 保の経 済的価値 犠牲 を表 す こ とが可 能 となる。 しか し反面,人 間資
産 の獲得 ・形成 ・開発 に要す る支 出原価 の見積 りには困難i性があ り,そ の測
定値 の信 頼性 について は,見 積 も りで あるが故 の測定者 の恣意 的判 断介入 を
避 け られ ない状況 が存在す る。 これ を払拭す る には,市 場 におけ る経 済事情
全体 を常 に調査 し続 ける必 要が あ る点で測定 の煩雑性 が伺 える。
さ らに,支 出原価法 で挙 げた点 と同様,人 間資産へ の現在 支 出額 を もって,
その評価 額 をあ らわす ものではない とい う問題 があ る。 したが って この測定
方 法で は,現 在 におけ る人 間資産取 替 の ための支 出見積 額(現 在調 達価額)
は,人 間資産 に付着 す る ものであ る とみ なす こ とが前 提条件 にあ るこ とを忘
れては な らないのであ る。
③ せ り価 格法(competitivebiddingmethod)
この方法 は,物 的財産 の競売 にお けるせ り値 のつ け方 を人間資産評価 に適
用 した もので あ る。経済 的な機会原価概 念 を用 いて価 値 を決定 す る方法で あ
る。
人材 市 場 が 開 か れ て,あ る従 業 員 がせ りの対 象 とな り,最 高 のせ り値
(buddingprice)を つ けた投 資部 署が 当該 人 間資 産 を獲得 で き,当 該 せ り
値 が投 資獲得価額 となる仕組 みであ る。 この場合,人 間資産 を評価 す る こと
と人間資 産 を最 も大 きな利益性 あ る部署 に配置 す る とい う基本 的 なス タンス
を前提 と してお り,投 資部署 の管 理者 に,損 益計算書 的見地 と貸借対 照表的
見地 の双 方か らの展 開 とともにこの見地 を全社 的方針 に関連付 け るための フ
レーム ワー クを提供 す る意義 を持 つ こ とを基礎 的な考 え方 としている。
現在 一部 の企業 で採用 されて いる,社 内公 募制度((株)ミ ス ミ),社 内人
材 マ ーケ ッ ト制度(東 京 電力),社 内FA制 度(大 丸)な どは,こ のせ り価
格法 に類似 した方法 であ る。従業 員の希 望職種 や 自分 の長所 を希望先 に売 り
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込 む方法 は,優 秀 な人材 が埋 もれが ちな大組 織 の弊害 を打 ち破 る試 み とされ
てい る。
この方法 の導入 に よ り,希 少性 を持 った人間資産 の適 正 な配分 とその利用
を保 証す る こ とにな りsさ らにそ の価値 を維持 し,高 め る結果 にな る点 に長
所 が見 出せ る として いる。す なわ ち この方法の妥 当性 よ りも導入 にかか る経
営 管理上 の利 点が強調 されてい るので ある。
しか し,せ りに よ り獲得 され た人 間資 産 は,獲 得 した部署 の事業資 産 に含
まれ る こ ととな り,こ の人間資産 を用 いた利 益 の獲得 が要求 され るこ ととな
れ ば,当 該 人間資産 に対 し支払 われる給料 は利益計算 か ら除外 され なければ
な らない ことになるに もかか わ らず,給 料 は費用 であ る とい う事 実 を否定す
るこ とが で きない とい う矛 盾が生 じる。 さ らに,埋 もれが ちな人材発掘 には
つ なが る ものの,せ りにか け られ る個 人以外 の 人間資 産評価が なされ る こと
が な く,企 業 内全体 の人間資産評価 とな らない点 が問題 となる。 つ ま り,せ
りを展 開す るにあ たっての考慮すべ き制約条件 は非常 に多 く,人 間資産 の適
切 な配分,有 効利 用 を前 面 に出 して も,あ くまで もこの範 囲内での ものであ
るの でか な り限定 された評価 とな り,企 業 間比較 につい ての考慮 があ ま りな
されない評価 額 を提 供す るこ とになって しま う。
④ 経 済価値 法(economicvaluemethod)
企業 の経 済価値 を将 来 にお いて企 業が稼得す る利益 に基づ いて見積 り評価
し,そ の 中に占め る人間資産 の割合 を求め,こ れ を もって人間資 産の評価額
とす る方法。企業 の経 済価値 は企業 の将来収益力 の予測値 を現在 時点 に割 引
いた もの と して測定 され る。 人間資 産価値 をその広 義 の生 産能力 に基づ き測
定 す る とい った経 済 理 論 的 な評 価 方 法 で あ る。BaruchLevお よびAba
Schwartzの 提唱 による方法が これ に該 当す る。




RogerH.Hermansonが 提 唱 した2つ の方法の うちの1つ 。(他 方 は以下 に
記述 の⑧ 自己創造暖簾 法)5年 間の業績 の加重平均 を求 め,こ れ を用 いて次
の5年 間 にわた る期待 賃金支払 額の現価 を修 正す る ものであ る。つ ま り,き
た る5年 間の将来賃 金 を決定 し,最 近 におけ る所有資 産 に対す る経済 的利益
率 を もって割 引計 算 を して,こ れ に別途計算 した能率比 率 を乗 じ,両 者 の積
を もって人間資産の現在価 値 とす る方法 であ り,将 来 にお ける賃金 支払 額 の
流 れ を持 って人 間資 産の稼 得 した成果 に対す る利益 の配分額 とみ て人 間資産
価値 を測 定す る ものであ る。
この方法 は人間資 産の貨幣価値 的評価 に と どま らず,人 間資産 の効率 的 な
利用 と管理 とを指 向 し,促 進 す る とい う意味 で効率 的な配分 に役立 ち,か な
り信 頼性 の大 きい数値 であ り合理 的であ る とい われてい る。 さらに,利 益獲
得 能力 を有 す る人 間資 産の測定が標準化 される ところか ら,企 業 間比 較の可
能性が高 まる とされる。 しか し,見 積 りに関 しす るその期 間の妥 当性 につ い
ては問題 が多 い。
⑥ 給 与還元法(capitarizationofsalarymethod)
企業 の経営者 お よび従業員個 々人 につ き,定 年退職時 まで に支払 いが予想
され る給与所得 の流 れ を一定 の割 引率 を用 いて計 算 し,そ れぞ れの現在価値
を求め合計 し人間資 産価値 とす る評価 方法 であ る。
わが 国独特 の年功 序列 型賃 金体 系 を基 礎 と して この評 価 方法 を適 用 す る
と,人 間資 産価値 は高 く評価 される傾 向 にあ り,現 実 との差 には開 きが出て
しまう可 能性 が高 い。 また,給 与 の範囲 につ いての定義 を明確 に しない と,
企業 間比較 の上 で問題 が生 じる。実 力主義 を採用 す る企 業が増 加す るなか,
この方法 はその合理性 を損 な う方 向 に向 きつつ あ る方法 となって しまった。
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⑦ 暖簾 評価 法(goodwillmethod)
営 業譲 渡 な どに伴 う暖簾評 価 方 法 を人 間資 産 の測 定 に適 用 した もので あ
る。い くつかの暖簾評価法 の うち,本 稿 で はパ ーチ ェス法 を取 り上 げ る。
当該企 業 の収益 力が,同 種企 業の平均収益 力 を超過 す る部分,つ ま り超過
利益 も し くは過去 の利益 を暖簾 す なわち営業権 と して把握 し,0定 の比 率 を
用 いて人間資産 に配分 す る方法 であ る。暖簾 の人 間資産へ の配分帰属額 を も
って人 間資 産の測定額 とす る。
この方法 は,物 的 ・人 的 を問 わず企 業の保有す る資源の価値 は当該資源 の
稼 ぎ出す産 出物 に よ り決定 され る とい う考 え方が前提 にあ り,企 業が過去 に
獲得 した純利 益 また は超過利益 を もって,こ れ を もた ら した原資 であ る人 間
資産 の価値 を測定 しよ うとい う もので ある。人間資産 の価値 は将来 にわ た り
当該企業 に収益 をもた らす潜在能力 を有す る とい う収益価値 的 な考 え方 にた
ってお り,計 算 が比較 的容易 で,伝 統 的会計 におい て一般 に妥 当 と認 め られ
てい る方法 で もあ る。
しか し,超 過利益 算定 において の妥 当 な正 常利益 の意義 や,資 本利益 率 の
決定 に関 しての諸 問題 を も含 んでい る。 さらに,超 過収益 の継続期 間の適正
な年限 の推 定 も困難 を極 め る。
この ほか に,資 本還元法(capitalizedmethod)が あげ られ る。
企業 の利 益 を一定の利 回 りに よって資本 に還元 し,こ れ に よ り企業 の純資 産
を差 し引 いて暖簾価値 を算定 し,こ れ に人間資産投資 率の ような一 定の比率
を適用 して人 間資産価値 を測定 す る方法 であ る。
この方 法 は,企 業 の資本 は通常 の方法 で運用 す れば,正 常利 回 りだけの利
益 が得 られ るか ら,逆 に過去 の利益 を正常 利 回 りで もって資本還 元す れ ば,
利益 を もた らす元本 と しての資本価値 が得 られ る とい う もので,こ れが企 業
の純 資産額 を超 える額 を暖簾価 値額 とす る考 え方 であ る。 しか しこの方法 も
上記 方法 と同様 の問題点 を抱 えてい る。
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⑧ 自己創 造 暖 簾 法(unpurchasedgoodwillmethod)
RogerH.Hermanson提 唱 の もう ひ とつ の 方 法 。 この評 価 法 を展 開 す る に
あ た り,Hermansonは 二 つ の 資 産 概 念 を説 明 して い る 。 一 つ は所 有 資 産 と
い う概 念 で,分 離 決 定 され う る市 場 価 値 を持 ち,直 接 利 用 や他 の 形 態 に転 換
可 能 な資 産 と定 義 して い る。 も うひ とつ の資 産 は,操 業 資 産 と名 付 け られ る
もの で,企 業 に よ り所 有 は され てい な い が稼 動 され る すべ て の 希 少 性 あ る資
産(た とえば,企 業 の もつ 高 度 に訓 練 され た販 売 能 力)と して い る。 この 分
類 は 人 間 資 産 の資 産 性 を語 る上 で非 常 に重 要 な意 義 を持 つ もの で,人 間資産
7}
は この操 業資産 と して取 り扱 われ ると した上 での評価 方法であ る。
この方法 は,企 業 の平均 的利益 に対 す る超過収益 力 を資本還元 す るこ とに
よって人 間資 産価 値 を測定 す る もの であ る。(前 述 の暖簾 評価法 のひ とつ で
あ る。)さ らに所 有資 産の評価 を企 業 間 にお いて比較可 能 な評価 基礎 とす る
ため に,歴 史的原価 基礎 で はな く現在市場価値 の採用 を主 張す る。 それ を主
張す る理 由 は,こ の価値 が経 済的 な機 会原価 の概念 に相 当す る もの であ り,
市場価値 は資 産 の利用者 に対す る価値 を表 し得 る もので,そ の売却価値 を示
す もので はな く,さ らに,当 該資 産 を所 有 ・支配 してい る利用者 に対 し,資
産 が提供 す る ことので きる将来用役 の最大価値 を示 す もの である とい う考 え
による もので ある。
この評価方法 に よる と,利 益見 積額 の資本 還元計 算 において恣意性 を排 除
し,検 証 可 能性 を重視 す る ところか ら1年 だ けの純 利益 のみ を用 い なが ら,
他 方で は恣意性 の介入 しやす い平均利益率 を使 用す る とい った矛盾が生 じて
い る。 また,操 業 資産 と人 間資 産 をまった くの イ コール と してみ る こ とや,
プラスであれマ イナスであれ超過収益 を生 み出す原 因の多様性 か ら,数 値 を
その まま人 間資産評価額 とす るの には問題 があ る。
⑨ 行 動 科 学 的変 数 法
InstituteofSocialResearchが 開発 した企 業 にお け る 人 間資 産 の 現 在 価 値
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(currentvalue)を 測定 す る方法 。 この評価 方法 に よる人 間資産 の現在 価
値 とは,人 間資 産が ある時点 にお いて有 す る潜在的 能力 を評価 し,こ れ に対
して付 され た経 済的 な評価価値 を表 わす。 この価値 は人間資産 に対す る投 資一
とは別個 の範疇 に属 す る概 念 とされ る。企業 の人間組織 を原 因 ・中間 ・結 果
の3つ の変数 に よ り把握 し,定 期 的 に測定 し,統 計 的手法 を用 い て分析す る
方法 であ り,変 数 と原価 ・収益 との結 果変数 との相 関関係 を計算 した上 で将
来の収益 力 の趨勢 を予測 し,現 在 価値 に割 引 く方法 であ る。
この評価方法 は他 の手法 と比 べ,多 くの努 力 と長 い年 月の準備期 間 を必 要
とす る。当然 それ に伴 う費用支 出 も必 要 とされ る とい う欠点 を持 つ。
2)評 価の アプ ローチ方法
人 間資産 会計 の研 究 において提 唱 されて きた さまざまな評価 方法 を簡単 に
上述 したが,個 々の評価方法 をベ ース に無 形資産全体 の価値評価 を類 型 と し
て区分 す る と,大 き く分 けて コス ト ・アプローチ,マ ーケ ッ ト ・アプローチ,
イ ンカム ・アプ ローチの3つ に分類 され,以 下の ような特 質 を持 つ。(表 一
1参 照)
① コス ト ・ア プ ロ ーチ(costapProach)
取 得 に要 した コス トを も って 無 形 資 産 の価 値 とみ る方 法 。 この 方 法 は客
観 的 な評 価 が 容 易 に行 な え る。 対 価 と して 支払 っ た金 額 や 人 材 開発 な どに
要 した コス トは,会 計 記 録 か ら比 較 的 簡 単 に集 計 ・計 算 が 可 能 で あ る。
しか し,ど の程 度 の範 囲 まで を取 得 に要 した資 産 とす るか とい う基 準 を
は っ き り して お か な い と,真 の 客 観 性 は保 つ こ とが で きな い 。 さ らに,無
形 資 産 が もた らす 将 来 の利 益 や リス ク を必 ず しも反 映 しな い とい う欠 点 も
あ る。
② マ ー ケ ッ ト ・ア プ ロー チ(marketapproach)
時 価(currentvalue)に 基 づ い て評 価 す る方 法 で,将 来 の 利 益 や リス ク
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を反映 し,し か も客観 的 な評価 が可 能。 しか し,現 状 で は無形資産 なか で
も人 間資産 につい ては,そ の取引市場 つ ま り人材市場 が必 ず しも整 って い
るわ けで はない。 よって,類 似 の取引 に よる人 間資産 の市場 価値 を類推 す
るのは困難で ある。
③ イ ンカム ・アプ ローチ(incomeapProach)
無形資産 が生 み出す将 来 キ ャ ッシュフ ローの割引現在価値 で評価す る方
法で,割 引 キ ャッシュ フロー法(discountedcashflowmethod)と も呼 ば
れ ている。 この方法 は,将 来の利益 や リス ク を反映 している とい う点で優
れ てい る とされ,無 形資産 の生み 出す利益 を基 に将 来 キ ャッシュ フロー を
予 測す る。割引率 につい ては,無 形資産 か ら得 られる キ ャッシュ フローの
リス クの大 きさが考慮 され設定 される。具体 的 に言 えば,リ ス クが高 けれ
ば高 い割 引率 を設定 し,リ ス クが低 ければ低 い割 引率 を設定 す る。割 引率
を高 く設 定す る と現在価値 は小 さ く計算 される。つ ま り,リ ス クの高 い資
産価 値 は小 さ く計 算 され るこ とにな る。
しか し,将 来 キ ャッシュフローの予 測や割引率 の算 定 は容易 で な く,主
観 的 な見積 りに大 き く依存 す る ことにな りi客 観 的 な評価 の困難性 が欠点
であ る。
将来 の キ ャ ッシュフロー を把握 しやす い無形 資産 は通常 はイ ンカム ・アプ
ローチで評価 され る。反対 にキ ャ ッシュ フロー を把 握 しに くい無形資 産 はコ
ス ト ・アプローチが採用 される。 将来 の経 済的便益 を生 み出す源泉 であ る無
形資産 であ る限 りにおい ては本来,イ ンカム ・アプローチで評価 される こ と
が望 ま しい と され ている。
その イ ンカム ・ア プローチ で も主 として3つ の方法が あ り,当 該無形資産
が もた らす効 果の認識 の相 違 に よ りその妥 当性 は分 かれ る もの となる。 これ
は無 形資産 の有 す る価値 要素の多様性 にあ り,そ れぞれ を分別 して把握 す る






利 益 分 解
ア ン ケ







顧 客分類 な どに よ り,プ レミアムの利益 を
分 離 して把握
顧 客 に対す るアンケー トを通 じ,市 場 にお
ける評価 を把握
内部の機能分析 を通 じて,価 値への貢献度
を把握
企業外部 か ら取得で きるデ ータを用 いて市
場 におけ る位 置づ け とす る
『知的資産創造』2002年4・5月 号 より修正加筆
る とい う観点 か ら,プ レ ミアム利益法 の採用が実務 的 には妥 当であろ う。
さらに プ レミア ム利 益 法 に もさ まざ まな ア プ ロー チ法が あ り,(表 一2)
企 業評価 の考 え方が正味現在 価値 方法 の傾 向 にあ る現在 で は,将 来 キ ャ ッシ
8)
ユ フ ロ ー を基 礎 に した利 益 還 元 法 が よ り整 合 的 と考 え られ る。
さ らに,人 間資 産 に特 定 せ ず,無 形 資 産 につ い て の評 価 方 法研 究 と して 以
下 の方 法 が 現 在発 表 され て い る。(◎ ・⑪ につ い て は ブ ラ ン ド評 価)
④ニ ュ ー ヨー ク大 学,バ ル ー ク ニ レブ(BaruchLev)教 授 に よる 「知 識 資
本 ス コ ア ボ ー ド(knowledgecapitalscoreboard)」 の提 唱 は,株 式 時価 総
額 とバ ラ ンス ・シ ー ト上 の純 資 産 との 間 の乖 離 は知 識 資 産 の 非 計 上 が 原 因
で あ る とい う こ と を出 発 点 に そ の測 定 に着 手 した 方法 で あ る。
まず 過 去3年 間 の 実 績 利 益 と将 来3年 間 の ア ナ リス ト予 測 利 益 それ ぞ れ
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をウエ イ ト付 けす る ことによ り,経 常 的 な収益 力 を算定 す る。次 いで物的
資 産お よび金融 資産 の税引後利益 率 を想定 し,こ れ を経常 的収益力 か ら控
除 し 「知識 利益(knowledgeearnings)」 を算 出す る。 この知識利 益 の割
引現 在価値 合計 が 「知識資 産(knowledgeassets)」 の価値 と考 える手 法
で ある。
③ノース ウエス タン大 学 ビジネス ス クールで は,無 形資産評価 の プロジェ ク
トによ りその評価方 法の研 究 を行 な った。 この研 究 に よる と,3年 間 の税
引前利益 と総資産 の平均値 を基礎 としてROAを 算 出 し,同 種企業 のROA
の平均 を控 除す る こ とに よ り超 過利益 率 を算 出す る。次 いで,そ の超 過利
益 率 を使 い総資 産 に乗 ず る こ とに よ り超過利益 額 を求め,そ の超過利益 額
の割引現在価値 を無形資産 の価値 とす る方法 を提唱 してい る。
◎lnterbrand社 の イ ンター ブ ラ ン ド ・メ ソ ッ ド(lnterbrandMethod)は,
ブラ ン ドの セグメ ンテー シ ョンを行 い,そ の各 セ グメ ン トご との将来 の資
本 コス ト控 除後 の営 業利 益 を見積 も り,そ れ に指 数化 したブ ラ ン ドの果 た
す役割 指標 を乗ず る こ とで算 出 した値 を現在 価値 に割 引 いた額 を もって,
ブラ ン ド価値 とす る方法 であ る。
⑪一 橋 大 学 の伊 藤 教 授 に よ るCBバ リュ エ ー タ ー(CorporateBrand
9)
Valuator)に よ る と,ブ ラ ン ドが 将 来 生 み 出 す キ ャ ッシ ュ フ ロ ー を予 測 し,
ブ ラ ン ドが 顧 客,従 業 員,株 主 に与 え る影 響 を加 味 した うえで,現 在 価 値
10)
に割 引 いた評価 を もってブ ラ ン ド価 値 とす る方法で ある。
また,先 に公 表 され た通 商 産業省 「ブ ラ ン ド価 値 評価研 究 会」 にお け る
「ブラ ン ド価値評 価研 究会報告 書」(2002.6.24)で,公 表財務 諸表 デー タのみ
を用 い た形で の客観 的 なブ ラン ド価値 評価 モデル試案が報告 され てい る。 ブ
ラン ドは近年,企 業 の経営 戦略 に よ り,有 形資 産か ら無形資 産への投資 が増
加 した こ とに よ り,企 業評価指標 としてク ローズ ァ ップ された無形 資産 の ひ
とつで あ る。
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この報告書 では,ブ ラ ン ドを 「企 業が 自社 の製品等 を競争相 手の製品等 と
識 別化 または差 別化す るための ネーム,ロ ゴ,マ ー ク,シ ンボ ル,パ ッケー
ジ ・デザ イ ンな どの標章」 と定 義 した上 での ブラ ン ド価値評価 モ デル を提示
している。 この価 値評価 モデル に唯一絶対 的方法 は存在せ ず,完 全無比 な価
値 評価 アプ ローチの存在 の否定(人 間資産 も同様 であ る と考 え る。)を 前提
としてお り,実 務 的側面 を意識 した財務 会計 の観点(貨 幣的評価 ・比較可 能
性 ・測定 の継 続性 ・検証可 能性)か らブラ ン ドめ価値評価 アプローチ を構 築
している こ とが強調 されてい る。
報告書 に よるブ ラン ドの価 値評価 には,イ ンカム ・アプローチの中の プ レ
ミアム価 格法 を採用 してい る。 これは,ノ ン ・ブ ラ ン ド製品等 を上 回 って ブ
ラ ン ド製品等 が もた らす現 在お よび将来の価 格 プ レミアムで超過利益 を測定
す る方法 であ る。具体 的 には,連 結財務 諸表 の財務 デー タをベ ース に,地 位
優位 性,ロ イヤ リテ ィ,ブ ラ ン ドの拡 張 力 を要 素 と して算 定 す る方法 であ
11}
る。
また,ブ ラ ン ドを資 産 と して計 上 す る方 法 につ い ては,FASBの 概 念 ス テ
ー トメ ン トに照 ら し
,財 務 諸 表 にお い て認 識 す るた めの 要 件 を満 た してい る
12)
と考 え3つ の案 を提示 してい る。
人間資産 の評価 方法 と して,上 記 の ブラ ン ドの評価 方法が その まま適 用で
きるわ けで はな く,問 題点 はあ るに して も同 じ無形 資産 であ る とい うその共
通す る特 質か ら着 目すべ き点 は多 々あ る ように思 わ れる。
3)評 価 測定の課題
現在 の伝統 的 なコス ト ・ア プローチ と費用 ・収益対 応概 念 に基づ く歴 史的
原価 主義の会計体系 で は,将 来 の経 済的便益 とい う観点 か らの資 産性 な らび
に首 尾 一 貫 性 とい う観 点 か ら,資 産 が 有 す る サ ー ビ ス ・ポ テ ン シ ャ ル
(servicepotentials)に その資産性 を見 出 しなが らも,そ の測 定 は,「取得時」
とい う過去 に支 出 した額,い わゆ る歴史 的原価 を基礎 と している矛 盾(人 間
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資産 へ の支 出額 部分 の資産計 上 は可能 であ るが,支 出額 が認識 困難 な部 分,
いわゆる 自己創設 の増価 部分 は否定 され る)を 抱 えて いる ことになる。
人 間資 産の価値測定 にあ た って は以下 の課題 を熟慮 した上で の測定方 法が
採 られるべ きで ある と考 える。
① 企業 活動 の分類把握 の必 要性 …連結 決算制度 の改正以 降,企 業活動 の分
業化 や分社 化,多 角化 とさまざまなグルー プ経営 を展 開す る企業が増加
してお り,そ れ らグル ープ全体 をあ たか も一つの企業 と して捉 える こ と
は,プ ラス価値 とマ イナス価値 との相殺 とな り,信 頼性 が希 薄 にな る恐
れが あ る。 よってセ グメ ン ト等,そ れぞ れ活動 別 に把握 す るこ とが望 ま
しい と考 える。
② 人 間資 産 に よる企業成 果 とキ ャ ッシュ フロー との連携 … この場合 のキ ャ
ッシ ュフローは将来 キ ャッシュ フローの実現 のため の リス クの考慮 も必
要 であ るが,実 現 キ ャ ッシュ フロー に も人間資 産の貢献 が含 まれてい る
わけであ るか ら,こ の関連 を無視 して はいけないので ある。
③ 他企業 との比較 ・・貢献度 合いや リス ク等 を算定 す る上 で,そ の客観性 お
よび比較性 に も重点 をお いて評価 測定 を行 うべ きで ある。(内 部評価 に
偏 る と自社 への 「思 い入れ」 とい った恣意性 が混在 す る こ とで,外 部評
価 とに大 きなズ レが生 じる危険性 があ るか らであ る。)
む す び
近年,企 業経 営上不可 欠 な要素 と して挙 げ られ るのが 「戦略」 と 「人」 で
あ る。特 に 自由市場 にお け る競 争原 理 の 中で,明 暗 を分 け るキ ー ワー ドが
「人」 の質 とその貢献 度 であ る。昨今,無 形資 産 につ きさ まざまな企 業評価
モデ ルが 開発 され,企 業 ラ ンキ ングな どが公表 されてい る。 人間資産情報 の
開示 は環境 会計 と同 じよ うに,経 営者 に よる 「人」 とい う資源 の価 値 の再認
識 を通 して,よ り有能 な人材 の安定 的 な確 保 とい うこ とか ら も重 要 な意味 を
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13)
持 つ こ とに なる。 さ らにその ような企業の 「組織特性 」 を見極 め る うえで の
優 れた有用性 やス テー クホル ダーの意思決定 に非常 に役立 ち,ま た人 間資産
情 報 を現在 の社 会情勢 に合 った企業戦略 要素 として,企 業組織 の内部管理統
制面か らア プローチす る こ とも企業発展 には大 いに 有用 な ものであ る とい え
14}
よ う。
人 間資産 に関す る情報 は,開 示 され な くて も確 実 に企業 内 に存在 してい る。
す なわち情報 開示が な され ないこ とによ り,企 業の所有 者で ある株主 と経営
者 との 間で情 報格 差が生 じて いる ことになる。 この投資 家 と経 営者 との情報
に関す る非平等性 はイ ンサ イダーゲ インの源泉 とな りうる危険性 を孕 んでい
15)
るので ある。 さらにs株 主(お よび将来株 主)に 対 する人間資産情報 開示 は
経 営者 や従 業員 に対 して も有 用 であ る。開示 を行 な うこ とで両者 にプ レッシ
ャ._._がかか り,そ れ を原動 力 と して,業 績 の向上,経 営 者の地位 の安定,従
業員の雇用 の安定 につ なが るの であれば,今 後 は従 来の固定資産設備投資 と
同様 に無形 資産投 資 の管 理体 制整備が 求め られ,特 に人間資産の体系化 お よ
び人間資産 に対 す る投資 と効 果 の関連性 を明 らか にする情 報 イ ンフラ整備 が
望 まれ るのであ る。
無形資産 の 中で も特 に人間資産 は,そ の 「価値」 と 「コス ト」 のは っ き り
した関連 を見 出す こ とが困難 な資 産であ る。つ ま り,多 額の コス ト(支 出)
が費や され たに もかかわ らずsそ の価値増 価が期待 され ない結果 を もた らし
た り,逆 に把 握 される コス トよ りも大 きな価値増価 が もた らされる場合 もあ
る。 それゆ え,こ れ ら経 済的現実 を適 正かつ公正 に財務 諸表へ反映 させ るこ
とが要 求 され ている。企 業が 人間資産 を価 値 アプ ローチ に よ り適正 かつ公 正
な評価 で もって財務諸表 に計 上す る こ とで,ニ ーズ に合 った情報 の適 時開示
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3)人 間資 産 会 計 委 員 会(CommitteeonHumanResourceAccounting)の 中 間
研 究 報 告 書 にお い て 人 間資 産 会 計 の 現 状 と将 来 の研 究 方 向 が 明 らか に さ れ て
い る。 こ こ に は測 定,応 用,認 知 的 及 び行 動 的 影 響,将 来 の研 究 ア プ ロ ー チ
な ど につ い て 述 べ られ て お り,目 的 は企 業 内 外 の 利 害 関係 者 が 行 っ て い る意
思 決 定 の 範 囲 の 拡 大 に あ る と して い る。 また,1969年 ミシ ガ ン大 学 研 究 プ ロ
グ ラム の 中 で,Likertを 中 心 とす る研 究 グル ー プ の 人 間資 産 会 計 研 究 の 基 本
的 目標 と して 同3項 目が挙 げ られ て い る 。
4)若 杉 明 『人 間資 産 会計 』(ビ ジ ネ ス教 育 出 版 社1990.9)P.21





6)若 杉 明 前 掲 書 『人 的資 源 会 計 論 』 に詳 しい。
7)彼 の 著 書 「人 的 資 産 会 計 」(1964)に お い て 主 張 さ れ て お り,2つ の 資 産
は 「OwnedAssets」 「OperationalAssets」 と して 区分 され,後 者 は 「機 能 資
産 」 と も訳 さ れ て い る 。 彼 は 人 的 資 産 評 価 方 法 と し て 「unpurchased
goodwillmethod」 と 「adjustedpresentvaluemethod」 の2つ の 方 法 を挙 げ
て い るが,後 者 は 前 者 の方 法 だ け が 唯 一 で は な い こ と を示 す た め で あ る こ と
を述 べ て い る。
8)河 野 俊 明 「知 的 資 産 の評 価 とマ ネ ジ メ ン ト」 『知 的資 産 創 造 』2002年5,
4月 号
9)具 体 的評 価 方 法 につ い て は 『コ ー ポ レー トブ ラ ン ド経 営 』(日 本 経 済 新 聞
社)に 詳 しい 。
10)こ の他 に もYoung&Rubicam社 に よるBAV(BrandAssetValuator)が 挙
げ られ る。BAVは,差 別 性(differentiation)・ 適 正 性(relevance)・ 尊 重 性
(esteem)・ 認 知(knowledge)の 各 要 素 を基礎 と して 現 在 の ブ ラ ン ドカ と将
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来 の 潜 在 成 長 力 を評 価 す る方 法 で あ る。
11)同 報 告 書 に よる と,ブ ラ ン ドの競 争 優 位 を 表 す ブ ラ ン ド価 値 につ い て は ,
第1に 価 格 の 優 位 性,第2に 高 い ロ イヤ リテ ィ,第3に 地 理 的展 開,類 似 業
種 お よび 異 業 種 展 開 力 等 の ブ ラ ン ド拡 張 力 と して 具 現 化 さ れ,企 業 に現 在 も
将 来 もキ ャ ッシ ュ ・フ ロ ー の 増 加 を もた らす もの とい う よ うに そ の 源 泉 を取
り上 げ て い る。
12)税 務 研 究 会 「週 刊 経 営 財 務 」 第2583号
13)ロ ビ ン ・ロ ス レ ン ダ ー 著,加 藤 吉 則 ・杉 原 周 樹 訳 『会 計 と社 会 』(同 友 館
1995.10)P.124
14)無 形 資 産 情 報 の 開 示 に つ い て の有 用 性 は,多 くの 実 証 研 究 が あ る 。 た とえ
ば,BarthM.E.,G.Clinchは,オ ース トラ リア企 業 をサ ン プル と して,無 形
資 産 情 報 に株 価 お よ び株 式 リ ター ン説 明 力 が あ る こ と を実 証(1998),さ ら
にKallapurやKwanも,無 形 資 産 と株 価 ・株 式 リ ター ンの 関 連 を実 証(2000)
した。
15)1999年AbodyandLevに よ り,現 にそ の よ うな例 が 見 られ る こ とが 実 証 報
告 され て い る。
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